
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 POSSE

1 事業の成果

本年度も引き続き労働 。生活相談を行いつつ、支援の現場から見えてきた実態や課題を広く社会に発

信した。特に非正規労働者や外国人労働者の権利や生活を守る取組に重点的に取り組んだ。

若者への法律制度の活用支援として、電話 。メール等による労働 。生活相談窓口を運営し、オンライ

ンを中心とした各種セミナー・イベントも開催した。これにより若者の法律制度利用の機会を増やすこ

とができた。

また、労働情報を提供する事業として、高校 。大学等における出張授業を続行し、インターネットや

SNSを通じて労働法や支援制度に関する情報を広く周知した。

調査研究及び情報発信する事業では、雑誌『POSSE』 第 50号から第 52号を発行し、労働や貧困に関

する社会情勢の最新情報を提供した。また、WEB上において記事や映像による情報発信も行った。

社会の労働条件改善に向けた他団体との情報交換や交流事業として、多様な分野の支援団体との協

同・連携を継続した。

地域社会における協同の促進や支援事業として、宮城県内において、地域のフー ドバンクと連携する

などし、生活困窮者の支援に取り組んだ。

昨年から始まった住居を失った者又は失いそうになっている者に一時的な住まいを確保するためのシ

ェルター運営を継続した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【34,018】 千円)

疋款 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事
者
人数

受盃
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費

若者 の法律
制度 の活用
を支援す る
事業

電話、電子メールによ
る労働相談・生活相談
の受付

通年
法 人 事

務所等
20名 相談者 1,133名 11,896

コロナ禍で困窮す る
「外国人」労働者 。難
民に対する支援活動

2022 年

5′月～
全 国 20名

外 国人 労
働 者 や 難
民など

160名 17,344

若者 に労働
情報 を提供
する事業

労働法教育出張授業 通年
法 人 事

務所等
10名

大学生。高
校生。中学
生・教育関
係者

965名 213

調査研究及
び政策提言
する事業

雇用
する

・労働・貧困に関
情報発信。政策提 通年

法 人 事

務所等
20名 一般市民

不特定多
数

3,234



雑誌『POSSE』 の発行 年 3回
法 人 事

務所等
5名 一般市民

不特定多
数

228

社会 の労働
条件改善 に
向けた他 団
体 と協 同 じ
ての情報交
換や交流事
業

ブラック企業対策プ
ロジェク トの運営参
画

通年

東  京

都・宮城

県 の 施

設等

20名 一般市民

一般市民
不特 定多
数

0

ブラック企業被害弁
護団との協働 通年

東  京

都 。宮城

県 の 施

設等

20名 一般市民

一般市民
不特定 多
数

0

総合サポー トユニオ
ンとの連携

通年

東  京

都 。宮城

県 の 施

設等

20名 一般市民

一般市民
不特定多
数

0

地域社会に
おける協同
の促進や災
害復興支援
に取 り組む
事業

官城県内における生
活困窮者の支援

通年

宮 城 県

の 施 設

等

20名
生活 困窮

者
100人 138

生活再建の
ために住ま
いを提供す
る事業

シェルターの運営 通年

東 京 都

内 又 は

埼 玉 県

内

10名
住宅確保

困難者
20人 965

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 1,812 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費

事務所の貸 出

事業
事務所の一部有償貸出し 通年

法人事務

所
1名 1,812



書式第 14号 (法 第 28条関係 )

2022年度 活動計算書 (そ の他事業が埜2生場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人     POSSE

科 目
特定,1営 利活動に係る事業 :事 業

合 計
金 額 小計・ 合計 金

賛助会員受取会費

2.602,023

調査研究及び政策提言する事業

事務所の貸出事業

4.303.357

受取利 .e

(1)人件費

給料手当

役員報酬

法定福利費

福利厚生費

会議費

交際費

通信運搬贄

旅費交通費

新聞図書費

研修費

広告宣伝費

荷造運賃

水道光熱■

地代家賃

保険料

外注費

支払手数料

支払報酬

販売手数料

減価償却費

雑損失

26.0!6.612

||

役貝報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

(2)

消耗品費

会議費

通信運搬費

旅費交通費

広告宣伝費

水道光熱費

地代家賃

支,1、 い報酬

支払手数料

諸会費

減価償却費

l.504.173

37.334.323

樹卸資産廃葉狽

法人■.住民税及び事業税

受取助成金
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書式第 15号 (法第 28条関係)

2022年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

POSSE

科 目 金  額 小計 ・合計

3.330,225

2.099,199

617,498

3.003.119

3,330,225

2,099,199

617,498

(2)無形固定資産

695,000

A の 部

2

(1)現金・預金

現金預金

(2)棚卸資産

棚卸資産

(3)売上債権

売掛金

(4)その他流動資産

未収金

前払費用

短期貸付金

2,406,119

347,000

250,000

(1)有 形固定資産

工具器具備品

減価償却累計額

2,445,230

1、 797.23:,

(3)投資その他の資産

敷金

9.050.041

647.997

695.000

1.342.997

10.393.038【A】 資 産 合 計 ①+②

7.348,408

7.348.408

1.580,000

1.580.000

0

3,932,295

886,991

1,916,916

161,455

308,751

142,000

(1)買掛金

(2)未払金

(3)未払費用

(4)前受金

(5)預 り金

(6)仮受金

(7)未払法人税等

長期借入金

退職給付引当金

1,580,000

0

8,928,408

5,022,647

3.ヽ らヽ .01,

【B-2】 正 味 財 産 の 部

「

~~~~轟
覇憂通轟]鷹萌石

~~~~~~~~~~~~~~~~~
L__三塁匡亜亜亜菫三二

=l==三
正三二二1==三二三二三

正 味 財 産 合 計 1,464,630

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 10.393.038

':「 [

:産合計 ・・・0

:合静 ・・・②



2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 POSSE

1 重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 N PO法人会計基準協議会 )に よっています

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は最終仕入原価法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2事 業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

科  目

特定非営利活動に係る事業 その他の事業

事業部門計 管理部門 合計
若者の法律制度

の活用を支援す

る事業

若者に労働情報

を提供する事業

調査研究及び政

策提言する事業

地域社会におけ

る共同の促進や

災害復興支援に

取り組む事業

生活再建のため

に住まいを提供

する事業

休眠預金事業

(「 外国人」労働

者・難民に対す

る支援活動 )

事務所の貸出事

業

1 受取会費等

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2 受取寄付金等

受取寄付金

3 受取助成金等

受取助成金

4事 業収益

5 その他収益

受取利忠

雑収益

経常収菫計

E饉常費用

(1)人 件費

給料手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計

②  その●饉彙

消耗品費

会議費

交際費

通信運搬費

旅費交通費

新聞図書費

研修費

広告宣伝費

荷造運賃

水道光熱費

地代家賃

保険料

外注費

支払手数料

支払報酬

諸会費

販売手数料

減価償却費

雑損失

売上原価

その色●費針

僣常費用計
当臼饉常豊饉■

0

0

7.815.220

0

0

0

0

0

0

0 4.308.357

0

0

0

0

0

0

17.170.133

0

0

0

0

0

1.812.000

0

0

0

0

408“61

0,1"溜
"
0

0

604,000

648.000

2,602,023

0

0

“

喘αЮ

“

aαЮ

2∞2α
"

4“ 5β田

●12り鯛7

4

12

7■ 15220 4=旧製
"

0 17.170131 1■12m 01.105.710 ユ

“

鳳α田 3●0:Ю.740

9220.000

778.145

10.469

0 200.000

30,379

0

14.1∞ .∞0

1,668.619

0

"劇“

βЮ

力

“

●143

10400

0

"』"β
∞

2佃,143

1●4Ю

lQαB.014 0 1■7(協.010 20.010,012 20.010,012

62.790

133.752

0

415.251

181.542

0

44.000

0

0

124,460

500,325

0

0

176.251

0

0

0

249,040

0

0

1.597

5,311

0

34.852

0

0

0

0

0

14.049

71,475

0

0

11,159

0

0

0

74.908

0

9.585

34.979

0

209.112

14.170

0

0

0

196.539

84.295

428,850

0

0

フ4.989

44.000

0

1,082.147

45.153

0

1.23801

1,597

5,311

0

34,852

0

0

0

0

0

14.049

71,475

0

0

11.159

0

0

0

0

0

30.503

5.311

0

34,852

5,878

0

0

0

0

26,265

011.475

0

0

11,159

0

101.369

36.986

162.019

49,060

0

7.970

0

65.888

978.200

72,508

10■ 000

0

0

0

0

2.000

1“ρ″

"印
田

0

7鴫 000

田 10"

“

p∞

44m
7,0■

1"β田

田|』

“2●1,“Ю
0

0

31720
1“βm

O

l■21"
000,101

0

■omoll

108,759

21.251

0

139,409

0

0

0

89,726

0

56,198

285,900

0

0

234,160

450,000

10,000

0

103.770

0

0

21●田 1

"7烈“0

嘔 』14

“

Rα澪

“

β∞

“

β∞

"β"1“β
"

“

口

“2047ЛЮ

0

0

001,3“

“

島αЮ

10β

"lμn147
47,“ 1

0

■αЮρl

■387■ 11 21■411 3.431ぶЮ 1■4“ 1,5』m 1■12∝Ю 0■ 1■調ロ 1.5Ю4.173 11317.711

11."鷹 025 213■ 11 3,431,“Ю 13a輌 17.印■10 1■12αЮ 郷."Ql“ 1ぶ鳳173 37,“ 4β

"△4an000 △ 21釧 1 340527 △ 13■4`3 △■73,4Ю △ 4724“Ю 23Ю 000 △237■674

(



3 使途等が制約された寄付等の内訳

使途等が制約された寄付等の内訳は以下の通りです。

4 固定資産の増滅内訳

固定資産の増減は以下の通りです。

科  目 期首取得価額 取 得 減 少 鋼彙取●薔菫 滅価僣却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

工兵器具備品

投資その他の資産

敷金

2,445,230

650.000

0 鋼四曖∞

ooom

△ 1,797.233 047」田7

000コЮ

合  計 3."52Ю 3"ν∞ △ 1,707233 1,207807

5借 入金の増減内訳

借入金の増減は以下の通りです。

科  目 期首残高 当期 借 入 当期返済 鋼束凛富

長期借入金 1820000 240000 1,6鴫αЮ

會  計 lβ

",000
24ЮOЮ 1500.000

6 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・事業費と管理費の按分方法

事業費と管理費に共通する経費は使用割合に基づき校分しています。

※体眠預金事業については共通経費は配賦していません (助成団体より当骸事業について区分された決算書類を求められているため2において区分して表示しています)。

内  容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

公益財団法人 日本国際交流センター

特定非営利活動法人ジャバン・プラットフォーム

体眠預金等活動事業

在留外国人への緊急支援と持続的体制構築事業 0 1フ 170133 17170133

コロナ禍で困窮する「外国人」労働者・難民に対する支援活動

助成金の総額は18.3∞ .000円 。

当期増加額との差額 1.129,867円 は未払金として貸惜対照表に計上し

ています。

日本郵便年賀寄付金助成

0 3.856.220 3.856.220 0

困難を抱える女性の雇用と生活を守るための労働・生活相談事業

助成金の総額は5,000.000円 。

当期増加額との差額 1,143.780円 は未払金として貸借対照表に計上し

ています。

公益財団法人東京都福祉保健財団

子供が輝く東京・応援事業(実 績連動型助成)

3.459.000 3,459.000

困難を抱える若者の生活再建をサポートするための労働 。生活相談事

業

助成金の総額は4,050.000円 。

当期増加額との差額 2.109,α Ю円は未収入金として貸借対照表に計上

しています (2事業年度通しての実績運動のため変動が生じる可能性

があります )^

公益財団法人総評会館
500000 500000

労働相談、生活相談、労働法教育事業

ダニエルプレイク基金

0 0

「大人食堂」開催事業

助成金の総額は940,000円 。

過年度増加額との差額557.916円 は前受金として貸借対照表に計上し

ています。

舎  訃 24005353 ス

“

田

“



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 PC)SSE

科 目 金   額 小  計 合  計

100,782

3,229,443

3,330,225

1,675,578

423,621

2,099,199

617,498

617,498

2,109,000

297,119

2,406,119

347,000

347,000

250,000

250,000

9,050,041

1,676,940

259,200

509,090

1,197.2113

647,997

1.342.997

【A】 資 産 の 部

170,000

480,000

45,000

695,000

【A】 資 産 合 計 ①十② 10,393,038

2,273,647

18,555

20,086

53,803

1,548,000

18,204

692,103

194,888

359,000

557,916

161,455

308,751

142,000

0

7,348,408

7,348,408

1,580,000

1,580,000

1.580.000

-1【

8,928,408【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 1,464,630

現金

棚卸資産  雑誌

未収入金  助成金

(6)短期貸付金

短期貸付金 他団体

(3)投資その他の資産

敷金    東京事務所

仙台事務所

川「|シェルター

闇 帝 警 産 合 計  ・ ・ ・ ②

負 債 の 部

(1)買 掛金

(2)未払金

未払金  助成金

クレジットカー ド

経費精算

電話料金

ほか団体

その他

(3)未払費用 給与

社会保険料

〈4)前受金

前受金  事務所貸出金

助成金

〈5)預 り金  所得税

(6)仮受金

(7)未払法人税等

流動負債合計  ・・・③

2

日 中 色僣 合 計  ・ ・・ の

長期借入金



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 (前 事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載 した名簿 )

特 宇非営 禾!1活動 法 人  pO SE

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

口各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記
入 )氏   名

o・ 監事
a > ) /\)V+

2022年  4月

2023年

1日

3月 31日

年 月

日

年 月

日

今野 晴貴

〇・監事
ワタナベ ヒロ ト

2022年  4月

2023年

1日

3月 31日

年 月

日

年 月

日

渡辺 寛人

(璧)監事

サカクラ ショウヘイ

2022年 4月

2023年

1日

3月 31日

年 月

日

年 月

日

坂倉 昇平

理事。
(曇)

イケダ イッケイ 2022年 4月

2023年

1日

3月 31日

年 月

日

年 月

日

池 田 慶

⌒
′   ヽ

り
監事

ミウラ カオリ
2022年  4月  1日

2023年 : 3月 31日

年 月

日

年 月

日

三浦 かおり

監 事

ミカモ ト サ トミ
2022年  4月

2023年

1日

3月 31日

年 月

日

年 月

H

三家本里実

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

年

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人POSSE

氏    名

1 浅見 太郎

2 池田 一慶

3 茨木 哲

4 今野 晴貴

5 坂倉 昇平

6 鈴木 孝佳

7 鈴木 陽介

8 田中 涼一

9 堀越 健太

10 渡辺 寛人

11

12


